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要　　請　　書

　本年６月２９日、いすゞ自動車株式会社（以下、いすゞ自動車という）は、「宇都宮地裁栃木支部平成２０年（ヨ）第２４号解雇予告効力停止及び賃金仮払仮処分申立事件」および「宇都宮地裁栃木支部平成２０年（ヨ）第４号賃金仮払仮処分申立事件」について、同裁判所が同年５月１２日に示した仮処分決定（以下、「決定」という）を取り消し、申立を却下する旨の「保全異議申立」を行いました。
　申立人が取消を求めた「決定」は、いすゞが行った労働契約の合意解約との二者選択を迫る休業の実施は、①労使交渉で譲歩することを回避し、ＪＭＩＵとの労使紛争を一方的、かつ一挙に、抜本的な解決を図ることを意図して行われたものであること、②いすゞは、労働者の受ける多大な不利益を当然のことのように扱い、その解消を図ることを全くしてないこと、③正社員と期間社員との間に明らかな差別的取り扱いがあること、④ＪＭＩＵからの要求に対し全く応じておらず、検討した形跡もないことなどの理由をあげ、その合理性を認めることはできないと断じました。そして、「休業はその必要性があれば足り合理性の要件は不要である」とするいすゞの主張を取り上げ、まさにその主張どおり必要とされる合理性を何ら考慮することなく労働者に過大な不利益を課する休業を当然のものとして実施したと厳しく指弾しました。
このように、「決定」は非正規労働者の思いに沿い、全国の非正規労働者を激励するとともに、労働者の雇用・くらしをまもる責任を放棄したいすゞ自動車の身勝手な対応を厳しく批判したものとなっています。

「保全異議申立」の内容は、基本的に仮処分事件の審尋ですでに主張してきたことの繰り返しにすぎません。また、仮処分事件の債権者らは東京地方裁判所に対し本裁判を提訴しています。このように、「保全異議申立」は労使紛争をむやみに拡大させるだけのものです。債権者らは、いずれも、休業後、契約期間満了の雇い止めと称して、いすゞ自動車を解雇されており、その生活の困窮は極めて深刻であり、労使紛争の一日も早い解決が求められています。
そのためにも、本件の「保全異議申立」はただちに棄却されるべきです。貴裁判所の公正な判断をつよく要請します。
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